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記者会見要旨 

 

日 時：平成 30 年９月 19 日（水）午後２時 30 分～午後３時 

場 所：東京証券会館９階 第１・２会議室 

出 席 者：鈴木会長、森本副会長、岳野副会長・専務理事 

 

 冒頭、森本副会長から、自主規制会議及び理事会の状況について、

岳野副会長・専務理事から、証券戦略会議の状況等について、それぞ

れ説明が行われた後、大要、次のとおり質疑応答が行われた。 

 

（記者） 

証券界の「平成 31 年度税制改正に関する要望」について、特に重

視しているポイントについて教えていただきたい。 

 

（鈴木会長） 

 ご質問にお答えする前に、今般の台風 21 号及び北海道胆振東部地

震により被災された方々に対し、心よりお見舞い申し上げるととも

に、一刻も早い復旧をお祈り申し上げたい。 

地震及びその後の大規模な停電により、札幌証券取引所において

は１日間売買を停止し、証券会社各社においても一時的に業務上の

影響を受けたこともあり、証券界としても、今後も豪雨や地震などの

自然災害リスクに備え、BCP 対策に取り組んで参りたい。 

ご質問のあった平成 31 年度の税制改正要望では、やはり第一は、

「つみたて NISA」の制度期限の延長である。20 年間で 800 万円を積

み立てられるのがこの制度の非常に大きなメリットの部分であり、

来年から始めると 19 年、再来年から始めると 18 年というように、

どんどん期間が減っていくのは、証券界として大きく取り上げた趣

旨とは全く異なるので、どうしても制度期限の延長を実現したいと

思っている。 

そのほか、上場株式等の相続税評価の見直しや、デリバティブ取引

を含む金融所得課税の一体化の促進を要望しており、これらの実現

が図られるよう、全力で取り組んで参りたいと思っている。 
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（記者） 

先日、経団連の中西会長が、経団連が定める就職活動ルールの廃止

意向を示されたが、会長の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

経団連の中西会長の発言について、個人的な意見を申し上げさせ

ていただくと、非常に同意できると思っており、経団連が、採用活動

の日程に関して采配を振ることに極めて違和感がある。もし、何らか

のルールが必要であるとするならば、国が一定のガイドラインを示

すべきであると思っている。 

 

（記者） 

米中貿易摩擦が激しくなっているものの、直近のマーケットを見

ると、そういった状況でも株価が上昇しているが、米中貿易摩擦の今

後の展開とマーケットへの影響について、会長の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

米中貿易摩擦はやはり株価に大きく影響している。2,000 億ドルに

及ぶ対中関税第３弾を今月の 24 日から発動するわけだが、当初言わ

れていた関税が 25％から 10％になったことは株価上昇の要因となっ

たと思う。以前の記者会見でも何度も申し上げているが、材料出尽く

しの中では、為替が大きく株価に影響する。今日も 112 円台の真ん

中あたりで推移しており、為替が円安になってくると、４月-６月期

の決算同様、７月-９月期の決算も非常に数字が良いと想定できる。

ご承知のとおり、第一四半期では、各社とも非常に業績が良い割には、

通期業績を２％程度の増益と控えめに予想していたわけだが、おそ

らく中間決算発表の際には、通期業績について 10％増益とはいかな

いかもしれないが、高い数値を示してくると思われる。 

また、外国人投資家が先々週 5,000 億円近く、先物を入れると１

兆円近く売った割に株価は下げておらず、マーケットは非常に強い

という印象を持っている。節目とみられた２万 3,000 円台も抜いて

きた。しかも一昨日、昨日と売買金額でも３兆円近く出来ているので、

そういう意味では少し節目を抜けて上値が軽くなった感じがしてい

る。加えて、今申し上げたような業績の裏付けがある。大和証券の試
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算で見ると、為替が米ドル 110 円、ユーロ 130 円であれば、日経平

均株価の予想 EPS が 1,850 円前後で、これを 14 倍すれば２万 6,000

円近くになるということなので、株価は少し上昇軌道に入ってきた

という感じがする。 

個人的な感想を申し上げると、米中貿易摩擦について、他のマーケ

ットの株価がずっと上がっている中で、上海総合株価だけが下落基

調に推移しているというのは、米中問題は勝負がつきつつあるので

はないかと思っている。囲碁で例えると、中国の方が「コウダテ」が

少なくなってきているのではないかと個人的には思っている。 

 

（記者） 

株価については、過熱感はないという見解か。 

 

（鈴木会長） 

まだ割安な状態なので、年度末までに、２万 6,000 円台は付いて

もおかしくないと思っている。年末までに今年の１月に付けた２万

4,100 円台あたりをうかがう展開となるのではないか。 

 

（記者） 

政府でサマータイム制度の導入の動きがあるが、もし導入された

場合、システム面での対応等が必要になってくるかと思うが、会長の

見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

2020 年の東京五輪・パラリンピック用にだけ、サマータイム制度

を導入というのはいかがなものかと個人的には思っている。かかる

費用は結構大きいのではないか。また、サマータイム制度を導入して

いる国でも、これを見直す動きもあるので、どちらかと言うとネガテ

ィブに考えている。ただ、導入している国々を見ると、サマータイム

の時間をそのままにという意見が多いようなので、そういう部分は

あるのかもしれないが、一時的にサマータイム制度を導入するとい

うのは、かけるコストの割には効果が少ないのではないかと個人的

には思っている。 
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（記者） 

北海道胆振東部地震に関連して、札幌証券取引所における１日間

売買停止のほか、証券会社にも影響があったとのことだが、今後 BCP

対策をどのように行っていくのか、具体的な方針があれば伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

 当協会に関しては、来月に予定する本部事務所の移転が最高の BCP

対策である。当協会のデータセンターは事務所とは別の場所にある

のでそれほど心配はないと思っている。証券界全体のことを考えれ

ば、やはりオリンピックと同時期にサイバー攻撃も増えると考えら

れるので、こういったことも含めて各証券会社に強く注意喚起して

いきたい。 

 

（記者） 

日本の証券業界はリーマンショックを境に業界再編が行われたが、

リーマンショックから 10 年を経て、今後、リーマンショック級の新

たな危機の芽があると感じているか、また、大手証券やメガバンクを

含めて、この先、業界再編の動きがあるのか、会長の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

リーマンショックの発端は、ご存じのようにサブプライムローン

である。日本はサブプライムローンのトリプルＡのボンドをほとん

ど保有していなかったこともあり、対岸の火事のように見ていたが、

最終的には日本の株価が最も下がり、戻りも非常に遅かったという

ことを考えると、今後も様々なことを考えていかなくてはいけない。

しかし、リーマンショックを経て、色々なセーフティーネットが張ら

れ、バーゼル規制による自己資本強化策等により、今後、システミッ

ク・リスクが現実に起こるというのは考えにくい。適切なリスク管理

のもとに、投資家の裾野を拡大していくことが証券会社の中長期的

かつ安定的な成長に繋がっていくものと考えている。 

いずれにしても、リーマンショックの時も予測が難しい中で起こ

っているので、芽があるかないかは難しい問題である。 

仮にリスクがあるとすればどこにあるかと言えば、中国の理財商
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品等が、ある種のショックの芽と言えるのではないかと個人的には

考えている。 

また、業界再編の質問については、大和証券のことを指しているの

だと思うが、大きな再編はないと考えている。 

 

（記者） 

明日の自民党総裁選について、安倍首相、石破氏、両氏に対する期

待を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

ここで何度も申し上げているとおり、これまで安倍内閣の政策に

よって、日本経済が大きく復活したことははっきりと目に見えてい

る。証券界としてではなく、私個人としては、安倍内閣の継続が、マ

ーケットにとっては、非常にプラスだと思っている。外国人投資家は

ここにきて安倍首相の勝利が濃厚と判断して、日本株を買いにきて

いるように思う。外国人投資家は、今の内閣を「為替も含めてマーケ

ットを重視している内閣」だとみているので、非常に投資しやすい状

況なのではないか。 

 

以 上 


